
























































































































































(以下 rS3~海部分"1 ， 48条でその〈責任発生要件}を定める(以下 '48長部分"1もの












































































































































































































本判決の評釈類としては，滝沢昌彦・民商 151巻2号 161-166頁 (2014)，橋本
勇・自セ 633号 60頁，椙村党道.NBL 1052号 79頁，奈良卸久・金判 1473号8
頁，本村健ほか・商事2081号 63頁，丸山絵美子・判時2268号 163頁(以上，
2015) ，山城一真・セレクト 2015I 17頁，芦野訓和・リマークス 52号 14頁，菊
池悲久・行政関係判例解説平成26年271頁，曽野裕夫・平成 27年度重判解 67
頁，長友l昭・日不 30巻3号 76頁(以上，剖16)，深谷格・末川民事法研究1号 19
頁(叩17)がある。
(石上敬子)













(5) 村上政博監修 r独占禁止法と損害賠償 差止請求J24耳以下〔大東泰雄1(中央経済























(17) 固にはl条 12項(仰③)の他， 53条4項も含めている(叩，④もこれを合意す
るとみられる)。また囚こ閑辿して，①④は共同企業体の不可分一体性に言及している。
(18) あわせて優越的地位のi監用(独禁法2条9項 5号)，権利濫用 (1長3羽)，信義則
(1条 2項)も争われた。
(19) 丸山 r判批J166頁，山城「判批J 17頁，菊池「判批J24頁等。
(20) 大塚龍児「約款の解釈方法J '民法の争釘 llJ90頁以下(有斐附， 1985)等。特に，
ドイツ法の詳細な分析に基づき明示的にこの立場をとるものとして，上田誠一郎『契約
解釈の限界と不明確条項解釈準則J 243頁以下(日本評論社， 2003 [初出 1990])。








(23) 批判平成7年5月30日民集49巻5号 1406頁，最判平成 16年3月25日民集 58巻3
号 7臼頁等。
(24) 車京高判例平成22年10月1日帯決処 57巷第2分冊385頁。
(25) 山本敬三「契約の解釈と民法改正の課題， '経済相会と法の役割J 701頁以下
(2013)。





















(38) 同旨1 椙村「判批， 81頁，奈良「判批， 13頁，本村ほか「判批， 63頁，山城「判




(40) 花沢「判批J 164頁，山城「判批， 17頁，曽野「判批， 68頁。丸山「判批J 166頁，
司5池 r判批J278頁，長「判批， 77買も，合理的意思解釈の中で同原則を考慮したもの
だとする。
(41) 曽野「判批， 68頁，深谷「判批， 25耳参問。
(709) 
(法学 2018) 82-6ー 77
(42) 椙村「判批J81頁，奈良「判批J 13頁，丸山「判批J 167頁，長「判批J77頁は，
改正民法下であれば548条の2第2項の問題になると Lている。
(43) 橋本「判批J 61頁。







(47) 同旨，奈良「判批J 9頁，丸1r"lJ批J 165頁，菊池「判批J278頁，曽野 r1"1批J
68頁，長「判批J76頁，深谷 r1'1J批J27頁。
(710) 
82-6ー 78
